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令和６・７年度保険料率改定について

① 団塊の世代の加入による被保険者の増加、高齢化による医療費の増加

② 全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するため、負担能力に応じた公平な負担を目指す国の医療制度改革

により、後期高齢者からの負担増も求められることになった。

・出産育児支援金の導入

・現役世代の負担上昇を抑制するための後期高齢者負担率の見直し

令和６・７年度 令和４・５年度
増加額

（増加率）

所得割率 ９．８２％ ８．９９％ ０．８３％

均等割額 ４８，９０３円 ４４，５８９円 ４，３１４円

一人当たり年間保険料額 ７７，１４１円 ７０，６３９円
６，５０２円
（９．２０％）

保険料率は２年ごとに算定します。算定にあたっては、２年間の事業費と保険料以外の収入を見込み、必要となる
保険料額を見積ります。
必要な保険料額が収納されるように目標収納率に基づき、保険料賦課総額を算出します。保険料賦課総額から、保

険料率（所得割率、均等割額）を算定します。
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保険料率の
算定方法

令和6・7年度
保険料率

保 険 料
増加理由



保 険 料 の
負担を抑制

●剰余金の活用 ３９億４，７７１万円

【令和５年度における歳入見込（保険料、国・県等補助金）から歳出見込（療養給付費、葬祭費等）を差し引いた額】

●激変緩和措置
① 保険料賦課限度額の段階的な引上げ 対象者 約２，５００人
② 年金収入153～211万円の被保険者に対しては、制度改正による負担増を

生じないように激変緩和用所得割率を適用
（令和6年度のみ）対象者 約４１，０００人 所得割率 ９．０７％

③出産育児支援金を１/2として負担増を抑制

※①、②は、令和６年度に７５歳到達した被保険者は激変緩和措置の対象外

年 度 賦課限度額

令和４・５年度 ６６万円

令和６年度 ７３万円

令和７年度 ８０万円

R 2 ・ R 3 R 4 ・ R 5 （見込） R 6 ・ R７ （見込）

医療給付費等 2 , 1 1 3億 9 , 8 3 6万円 2 , 2 8 7億 3 , 9 1 3万円 2 , 5 4 8億 1 , 4 4 5万円

被保険者数 2 7 5 , 5 3 9人 2 8 8 , 7 9 3人 3 0 7 , 5 3 8人

一人あたり
医療給付費

7 6 7 , 2 1 7円 7 9 2 , 0 5 2円 8 2 8 , 5 6 2円

医療給付費、
被保険者数の
推移
（2年平均）
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